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＜連絡事項＞

・他病棟で週末にインフルエンザ患者様がでました。（外出帰院後の発症）

　北病棟においても、患者様外出やプログラム帰院後の手洗いや嗽等の超え掛けを

　行なって下さい。

　また、スタッフサイドも十分に衛生対応心がけて下さい。

・25日病棟クリスマス、無事終了する。ご協力ありがとうございました。

・本日朝よりプリンターの不具合あり。（プリントされたりされなかったり）

　→本日経過をみて、修繕伝票などすすめていきます

・今週の伊藤医師、田名部医師の診察臨時薬は、2W処方の対応となります。

・年明け1週目には、認定調査や施設見学患者様数名あり。

・移動患者様　内田都影様が西病棟へ、西病棟から藤村悦子様が転入

・栄養より

　食事摂取入力表について、業務見直しに伴い29年1月からの各病棟での入力は

　行わなくてよいことになりました。（病棟メール参照下さい）

＜患者様連絡事項＞

・宮澤　涼太様～本日AMに青山荘の聞き取り調査が行われている。

・千葉　光広様～本日PMにSWと支払いの為の外出に出ている。

・水梨　礼子様～本日深夜時点で排便なしであったが、その後に排便ありの報告あり。

　　　　　　　　12/25姉様来院（本人の面会なし）

　　　　　　　　　受け持ちNSからの手紙を渡している。

　　　　　　　　　100円玉10枚、1000円札12枚→本人の財布に確認、小遣い帳に記載

　　　　　　　　　服薬カレンダーも購入予定とする。本人には説明済み。

・稲垣　恵利子様～本日面会あり。

　　　　　　　　　29年1月5日15時～1月6日10時外泊願いあり。

＜今週予定＞

　　28日（水）毛布交換

　　29日（木）歯科

　　30日（金）2016仕事納め・納会

　　

＜要注目患者様＞

・原　吉郎様～睡眠はとれている。

　　　　　　　不調を訴えてくるが切迫感はなし。全体的には活気なし。

・畠山　正雄様～昨日のクリスマス会では時に空笑あり。

　　　　　　　　本日は硬さはないが、声掛けると我に返ったように返事はある。

　　　　　　　　→体調変化活発、明日の診察でも情報提供していく。

・内田　都影様～その日その日の気分や病状の変化は活発にあり。

　　　　　　　　土日は目立った様子はなかったが、昨日外出ではタバコはいらないなど

　　　　　　　　購入せずにいる。

　　　　　　　　（23日診察での移動指示）本日改めて本人に説明し、移動となる。

＜伊藤医師診察経過から＞

井上　和美様～喉が固まって・・と話しだす。

　　　　　　　内服調整を問われると間もなく了解する。→28日（水）定期薬からフルニ

　　　　　　　トラゼパム（1）1T→（2）1Tへ。ブロチゾラム2T→1Tへ変更（早朝覚醒

　　　　　　　のため、長く眠れる薬と説明あり）

高橋　康満様～甥（工藤様）の連絡先を教えてほしいと主治医へ声たかく話す。

　　　　　　　（直接に連絡取りたいと話す）できないことの説明に納得出来ずにいるが、

　　　　　　　甥からの手紙返信まちのタイミングにSGMから、本人の意向を伝える事で

　　　　　　　了承する。

十日市　利喜様～肩周囲の湿布（ケトプロ・テープ）のかぶれ、使用禁止。

　　　　　　　　デルモゾールDP軟膏処方となる。

水梨　礼子様～西病棟の時に他者からもらったセーターについて話す。物のやり取りは

　　　　　　　ダメな事の説明受けている。

　　　　　　　内服もあり、血圧少しずつ安定。臨時薬同内容で14日分処方あり。

＜服薬関連事故＞

　若松千代司様に20日に処方になったアスパラK2T2×朝夕が、朝に2Tセットされたまま

　21日～25日服用されている。

　25日準夜スタッフが発見

セット段階、ダブル確認段階、毎日に服薬の際の業務確認がおろそかになっている。

→確認の徹底、確認したと安易に業務をこなす姿勢の改善

＜転入患者様情報＞・・・受け持ち藤田NS、小屋敷CW

　藤村　悦子様（70）女性　　統合失調症　　クローン病　

　　　　　　　　深澤医師　　H28年11月29日入院

　　　　　　　　GAF　30

　　　　　　　　OT　Bグループ

　　　　　　　　食事　特食・胃潰瘍食（クローン病の為）

　　内服）定期薬の他、他科薬（水沢病院）あり。

　　　　①ペンタサ（250）6T　3×ndE

　　　　②ビオスリー配合錠3T　3×ndE

　　　　③ランソプラゾール1T　1×朝

　　　　④エレンタール内用液　1本/日　　　　　

　　　　⑤ツムラ68漢方2P　2×食前

　　　　　　　①②③⑤は、1/2夕まで処方あり

　　　　　　　④は、1/5まで処方あり

　　　　　　他科薬については、明日に家族（姉）来院予定であり、主治医にもあわせ

　　　　　　て確認する。

　　　　　　

　　キーパーソン：姉夫婦

　　ADL自立

　　生活保護受給中

　　精神障害者保健福祉手帳2級（H29.8.31）

　　障害基礎年金2級受給中（約6万円/月）

　　介護保険：要支援（有効期限：H29.6.30）

　　退院後は施設入所を希望、家族はGH(トントン村)管理者と知り合い、入所の相談中

　　　　　

　　※病棟移動後の本人は、穏かに落ち着きはある。

＜勉強会＞

　精神障害者の地域生活を支えるために様々なサービス：仕事に向けてのサービス
仕事を探す
1 精神障害者の範囲
精神障害者の範囲は、精神保健医療でいうものと労働行政側でいうものとでは異なる。

職業安定所など労働行政側でいう精神障害者とは、
1． 統合失調症、躁うつ病またはてんかんにかかっている者
2． 精神障害者保険福祉手帳の交付を受けているもの（1.に該当するものを除く）
のいづれかであって、症状が安定し就労が可能な状態にあるものと規定されている。
従って、「精神障害者保険福祉手帳を有しておらず、神経症、アルコール依存症などの疾患を有している」場合は「その他の障害者」となる。

2 公共職業安定所（ハローワーク）
就職を希望する精神障害者の方々に対し、障害者の職業相談部門を設置し、担当の専門官等を配置してケースワーク方式による入念な職業相談が実施されている。
精神障害者の方が求職申し込みをすると、障害の状況、技能、知識、適正、希望などが綿密な相談の上登録され、就職のお世話から就職後のアフターケアまで一貫したサービスが受けられる。
3 障害者職業センター
職業安定所で求人登録された精神障害者のなかで、本人の就職斡旋計画を策定するうえで、職業適性などの職業評価を綿密に行うことが必要な人については、職業安定所長の依頼により、職業センターでさらに専門的な職業相談・評価などのサービスが実施されることになる。
障害者職業センターは各都道府県に一箇所設置されている。
（北海道、東京、愛知、大阪、福岡には支所もある）
専門の障害者職業カウンセラーを配置し、依頼された障害者の職業相談・評価を実施し、本人に最も適した職業リハビリテーションプログラムの策定を行う。
これにより、個々の精神障害者の職業的ハンディを明らかにし、進むべき職業領域など今後の職業生活に向けた方向付けが行われる。
また、障害者職業センターでは、2005年の障害者雇用促進法の改正に伴い、雇用対策強化の一環として「精神障害者総合雇用支援」を各都道府県の職業センターおよび東京センター・多摩支所において実施している。

「精神障害者総合雇用支援」
精神障害者および精神障害者を雇用している、または雇用しようとする事業主に対して、主治医等との連携の下、職業復帰、雇用促進、雇用継続の雇用の各段階で行う体系的・専門的支援の総称。
1. 職業復帰支援
休職中の精神障害者の対し、職業センター内でのカウンセリング、トレーニング、講習、復帰予定の職場を活用した支援などを実施し、復帰後は継続的フォローアップを行う。
2. 雇用促進支援及び雇用継続支援
策定された職業リハビリテーション計画に基づき、センター内の模擬的就労場面を活用した職業準備支援の実施、職場適応援助者による事業所内支援
精神障害者の雇用制度

1 雇用対策上の精神障害者
雇用対策上、該当すると認定された精神障害者については、その障害を明らかにして就職することにより、本人および当該障害者を雇用しようとする事業主に対して各種の援護制度が設けられている。
障害者雇用制度は、主に雇用する側の人的・経済的負担を軽減することで障害者雇用の促進を図るとともに、職場定着までの一定期間を支援しようとするものである。2005年法改正により、精神障害者保険福祉手帳所持者も各企業における雇用障害者数の算定対象となった。
また、職業リハビリテーションを推進するため、ハローワーク、障害者職業センターの他に次の機関が設置されている。
1. 障害者雇用支援センター（全国で14箇所：2006年4月）
職業自立を図るため継続的支援を必要とする障害者を対象に、職業準備訓練等を実施。
2. 障害者就業・生活支援センター（全国で110箇所：2006年4月）
就業面における支援と合わせて、生活面における支援が必要な障害者を対象に、雇用、保健、福祉等関係期間との連携を図りつつ、身近な地域において就業および生活面の指導を実施。
2 その他の支援制度
1. 精神障害者社会適応訓練事業（通院患者リハビリテーション事業）
通院中の精神障害者を対象として、保健所が窓口となり、各都道府県が協力事業所に訓練を委託して行う事業。
訓練機関は6ヶ月（最長3年まで更新可）。
各都道府県ならびに市町村が単独事業を実施しているところでは、本人に対しても訓練手当、通所手当などの支給がされている。訓練終了後は本人の状況などにより協力事業所と雇用契約を締結して就労継続することとなる。
精神障害を隠して働きたい人、すぐに高賃金を得たい人、最低賃金法の規定以上で働くことができる人には適していないといわれる。
2. 精神障害者小規模作業所（全国1825箇所：2004年）
作業所の多くは、地域の精神障害者の多様なニーズに沿った事業を展開しているが、作業所の工賃だけでは自立した生活は困難であり、経済面などでの家族への依存率が高くなっているのが現状である。
3. 精神障害者授産施設
精神障害者の授産施設は全国で695箇所(通所型291箇所、入所型29箇所、小規模通所375箇所：2005年)である。
4. 精神障害者福祉工場(全国17箇所：2003年)
作業能力はあるものの、対人関係、健康管理などの事由により一般企業に就職できないでいる方を雇用し、社会的自立を促進し、精神障害者の社会復帰、経済活動への参加を図る目的で設置されている。
業種はクリーニング、印刷、出版、電子部品組み立て、食品製造などとなっている。
職業訓練
①公共職業訓練施設での受け入れ
公共職業訓練施設には、一般能力開発校と障害者職業能力開発校があり、いずれも無料で職業訓練を実施している。
②その他の能力開発施設
障害者雇用促進法に基づく「障害者能力開発助成金」により設置・運営されている民間の訓練施設は全国で21箇所。ほとんどが身体障害者や知的障害者を対象とするものだが、精神障害者を対象とした訓練施設も拡大している。（訓練機関は、訓練科目により6ヶ月～2年間）
③事業内実地訓練
精神障害者が公共の職業訓練施設を利用して職業訓練を受ける場合、現実は厳しい状況にある。しかし、かつて資格をもって就職していた方の場合、実際の職場などにおいて訓練することが有用である場合もある。これを現実の訓練制度、事業に照らし合わせると、
1.職業安定所の実施する職場適応訓練
2.障害者職業センターが実施する職業準備支援
3.障害者雇用支援センターが実施する職業準備訓練
4.精神障害者社会適応訓練事業（通院患者リハビリテーション事業）
が該当する。
④医療・福祉機関などにおける訓練の実施
精神障害者を対象とする医療・福祉機関などにおいても、能力開発に関するさまざまな訓練が実施されているが、社会復帰に向けた生活訓練の延長線レベルの内容のものが多く、技能向上に向けた訓練内容には乏しいものとなっている。
就労継続支援
2006年4月障害者自立支援法が施行。これまでは小規模通所授産施設、通所授産施設や福祉工場は精神保健福祉法による社会復帰施設とされていたものが、障害者自立支援法では法外施設とされてきた作業所も含めて「施設」から「事業」に再編された。
①就労支援以降支援
　一般労働などを希望する者で一定期間に知識や技術等を習得し就労を目指す（利用期限あり）。報酬単価1日1人7360円。
②就労継続支援A型(雇用型)
　事業所内で雇用契約に結びつく就労が可能な障害者（利用期限なし）。報酬単価1日1人4600円。
③就労継続支援B型(非雇用型)
　就労の機会を通じ生産活動にかかる知識および能力の向上や維持が期待される障害者(利用期限なし)。報酬単価1日1人4600円。
④地域活動センター
　利用者に対し、創作的活動、生産活動の機会を提供するなど地域の実情に応じた活動を行う(利用期限なし)。運営費などは市町村の裁量。
①～③は自立支援給付の訓練等給付となり、利用料が発生する。（原則として報酬単価の1割

　

